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JSG ニュースレター 

<Tax> 

2023 年度総合所得税、所得基本税額の免税額、 

控除額、累進課税等級および退職所得の定額免税額、 

2023 年度相続・贈与の免税額、累進課税等級、 

遺産総額不算入額、各種控除金額の公表 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部は 2022 年 12 月 21 日付で 2023 年度総合所得税および所得基本税額

に係る免税額、控除額、累進課税等級および退職所得の定額免税額、ならびに

2023 年度に発生する相続または贈与について適用される相続税・贈与税の免税額、

累進課税等級金額、遺産総額不算入額および各種控除金額を公表しました。 

営利事業の基本税額に係る免税額については、消費者物価指数が前回調整時

（2013 年度）の指数からの上昇率が 10％以上に達したため、2023 年度に調整が

行われます。その他の総合所得税に係る免税額、控除額、累進課税等級および退職

所得の定額免税額、個人の基本所得税額免税額、ならびに相続税・贈与税等に係

る免税額、控除額および累進課税等級については、調整基準に達していないため、

2022 年度と同額に据え置かれます。 
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一、 営利事業の基本所得税免税額の調整に係る 2022 年度と 2023 年度の比較 

項目 2022 年 2023 年 

免税額 50 万元 60 万元 

 

二、 未調整項目-総合所得税および相続・贈与税に係る免税額等 

税目 課税等級 / 免税額および控除額 

総合所得税 
2022 年度と同額に据え置き 

(2023 年度標準一覧) 
所得基本税額 

(個人部分) 

相続・贈与税 
2022 年度と同額に据え置き 

(2023 年度標準一覧) 

 

勤業衆信の見解 

⚫ 営利事業の基本所得税額に係る免税額については、財政部が所得基本税額

条例第 3 条第二項の規定に基づき調整を行うもので、特定の目的による減税

措置ではありません。また、企業に所得基本税額条例第 7 条に規定する基本税

額に算入すべき所得額があり、算定した基本税額が一般所得税額より大きい場

合にのみ、当該免税額増加による納税額減少の恩恵を受けることができます。 

⚫ ・当該調整は 2023 年度の営利事業所得税に適用されるため、営利事業(12月

決算会社の場合)においては、2024 年 5 月の営利事業所得税確定申告時から

適用されます。来年 2023 年の確定申告時は、依然として 2022 年度の免税額

（50 万元）が適用されることにご留意ください。 

 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

財政部公告 112 年度綜合所得稅及所得基本稅額相關免稅

額、扣除額、課稅級距及計算退職所得定額免稅之金額，以及

112 年度發生之繼承或贈與案件適用遺產稅、贈與稅之免稅

額、課稅級距金額、不計入遺產總額及各項扣除額之金額 

 

 

 

財政部於111年12月21日分別公告112年度綜合所得稅及所得基本稅額相關

免稅額、扣除額、課稅級距及計算退職所得定額免稅之金額，以及112年度

發生之繼承或贈與案件適用遺產稅、贈與稅之免稅額、課稅級距金額、不計

入遺產總額及各項扣除額之金額，其中針對營利事業基本稅額免稅額部分，

因消費者物價指數較上次調整時(102年度)之指數上漲累計已達10%以上，

故於112年度進行調整，其他有關綜合所得稅相關免稅額、扣除額、課稅級

距及計算退職所得定額免稅、個人基本所得稅額免稅額，以及遺贈稅等相關

免稅額、扣除額及課稅級距，則因未達調整標準，故未予以調整，仍維持

111年度相同之金額： 
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一、 調整營利事業基本所得稅額免稅額，茲比較112年與111年差異如下： 

        項目          111 年 112 年 

免稅額 50 萬 60 萬 

 

二、 未調整項目-綜合所得稅及遺贈稅相關免稅額等項目 

稅目 課稅級距  / 免稅額及扣除額 

綜合所得稅 維持與 111 年度相同 

(請點選連結) 所得基本稅額條例

(個人部分) 

遺贈稅 維持與 111 年度相同 

(請點選連結) 

 

勤業眾信觀點 

⚫ 財政部針對營利事業基本所得稅額免稅額部分，主要仍是按照所得基

本稅額條例第3條第2項規定進行調整，並非特定目的之減稅政策，且

企業須有所得基本稅額條例第7條應計入基本稅額之所得額，且基本

稅額高於一般所得稅額者，方能受惠該免稅額調增所減少之應納稅

額。 

⚫ 該調整適用於112年度營利事業所得稅，故營利事業於113年5月辦理

營利事業所得稅結算申報時才能適用，明年(112年)申報營所稅時仍應

適用111年度之免稅額(即50萬)。 
 

  

 

   

 

日商組新聞稿之歷史消息請點這 

日商組官方網站請點這 
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